[image: image1.png]0 @ o)
T mor R Eos anE
s EEOHAD a1l
wAEE fl
o Ton—s-
omE
3 - 2w
T B e R R )
)

Lrimmmiis






はじめに
横浜市では、平成９年（1997年）３月に「横浜市福祉のまちづくり条例」を制定
しました。
　この条例は、横浜で生活するすべての人が安心して、自らの意思で自由に行動で
き、さまざまな活動に参加できる人間性豊かな福祉都市の実現のための基本的施策
を定めたものです。
　福祉のまちづくりは、障害者、高齢者等を対象とした特別のテーマや施策ではな
く、人が地域で生活する際の基本的な権利といえるものです。福祉のまちづくりは、
物理的な環境を整備することから始めなければなりませんが、それがすべてではあ
りません。市民一人ひとりの理解と、相互のあたたかな思いやりがあってはじめて
社会生活が成り立つことを認識しなければなりません。
　このマニュアルは、こうした条例の目的や考え方に基づいて、不特定かつ多数の
　　　人が利用する施設の整備基準等を具体的に定めた「施行規則」の解説を図解を添え
　　　て示し、事業者や設計者の方々が建築物等を設計する上で必要となる事項を盛り込
んだものです。
　事業者及び設計者、市民のみなさんがこのマニュアルを活用し、福祉のまちづく
りがより一層促進されるようご協力をお願いします。
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       概 要 編

Ⅰ 概　要　編
１　福祉のまちづくり条例制定の経緯

横浜市では、昭和49年（1974年）に地域社会での福祉の芽を育てるための環境づくりとして、障害

者、高齢者等への理解や日常生活での市民相互の支え合いの大切さなどを語り合い・学び合う「福祉
の風土づくり運動」を開始し、並行して障害者、高齢者等誰もが日常生活やまちの中の行動において、

できる限り同じような活動が保障されるよう、建築物等に対する福祉の観点からの整備を促進するた

めの「福祉の都市環境づくり推進指針」を、昭和52年（1977年）に制定しました。
その後、横浜市社会福祉協議会との事業連携や、国際障害者年を契機としたソフト・ハード両面か

らの福祉のまちづくりの推進を経て、平成３年（1991年）には、障害者、高齢者等の社会参加の促進

と高齢化社会への対応を図るため、推進指針の大幅な改定を行いました。また、鉄道駅舎へのエレベ

ーター等設置補助制度や、福祉のまちづくりの観点を盛り込んだ横浜市建築基準条例の改定なども行

ってきました。
これまでは、推進指針の改定を中心に福祉のまちづくりを推進してきましたが、まちづくり事業全

体の中で福祉のまちづくりを捉え直し、総合的な福祉のまちづくりのあり方が問われてきました。

そこで、平成７年（1995年）８月に「横浜市における今後の福祉のまちづくりのあり方」を検討する

ため、市民、事業者、学識経験者、行政職員で構成する福祉のまちづくり検討委員会を設置し、調査

検討の依頼を行いました。
検討委員会は、障害者、高齢者をはじめ多くの市民・事業者の意見を踏まえ、「市民、事業者、行

政の協働による福祉のまちづくりの必要性」を骨格とする考え方をまとめ、福祉のまちづくり条例の

制定をとおし実施するよう平成８年（1996年）12月、市長に提言しました。
横浜市では、検討委員会提言を受け条例案を作成し、市議会の議決を経て「横浜市福祉のまちづく

り条例」が平成９年（1997年）３月に制定されました。
２　福祉のまちづくり条例施行規則改正の経緯

横浜市では、従来から、障害者や高齢者だけでなく、誰にでもやさしいまちづくりを進めるため、
「横浜市建築基準条例」や「横浜市福祉のまちづくり条例」により、バリアフリーの基準を定めてき

ました。
国では、｢高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（以下、
「ハートビル法」という。平成６年制定）｣を改正し、平成15年４月に施行しました。改正ハートビル
法では、建築物の対象範囲や整備基準などについて、地方公共団体の条例で以下のような制限を付加

することができることとなっています。

（1）特定建築物の追加（対象建築物の拡大）
（2）対象規模の床面積の引き下げ
（3）利用円滑化基準の付加（バリアフリー基準の強化）
横浜市では、これを受けて、これまで取り組んできた福祉施策や横浜市建築基準条例の避難施設の
基準をさらに充実させ、障害者や高齢者などにとって利用しやすい建築物とするため、平成15年度か
ら障害当事者、建築関係者、学識経験者から構成される「ハートビル法改正に伴う横浜市福祉のまち



づくり条例整備基準のあり方検討専門委員会」を設置し、「ハートビル法委任条例の制定」と併せて

「横浜市福祉のまちづくり条例施行規則の改正」について検討してきました。

また、併行してパブリックコメントや障害者等関係団体への説明会を開催するなど、市民や事業者

の方々に理解を求めてきましたが、それらの検討を踏まえ、平成16年10月に「横浜市高齢者、身体障

害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例」（以下、「ハートビル条例」という。）、12月には、

「改正横浜市福祉のまちづくり条例施行規則」を公布しました。
それにより、「ハートビル条例」と「福祉のまちづくり条例」の整備基準の整合性を図り、建物を

建築する人や設計する人にとって分かりやすい基準や仕組みとなり、一層のバリアフリー化の推進が

期待されています。
これら「ハートビル条例」と「改正横浜市福祉のまちづくり条例施行規則」は、平成17年４月から

施行されました。

さらに、平成18年12月にはこれまでの「ハートビル法」と「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（以下、「交通バリアフリー法」という。）を統合した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下、「バリアフリー新法」という。）が施行され、同法に基づく新たな整備基準が示されました。

これに合わせて、「ハートビル条例」もバリアフリー新法の委任条例として、「横浜市高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例」に改正されました。

平成19年度には、バリアフリー新法で示された基準と「横浜市福祉のまちづくり条例施行規則」における基準との整合性を図ることなどを中心に、「横浜市福祉のまちづくり推進会議」及び「横浜市福祉のまちづくり条例整備基準のあり方検討専門委員会」において、同施行規則の改正について検討しました。

改正を検討する中で、障害者団体等からの意見聴取や幅広い市民意見募集等を行い、市民や関係者等の方々の意見を反映させてまいりました。

これらの検討を踏まえ、改正された「横浜市福祉のまちづくり条例施行規則」が平成20年4月1日から施行されることとなりました。

３　整備基準改正の概要

(1) 利用円滑化経路の考え方の導入
「改正ハートビル法」では、対象となる建築物について、利用円滑化基準を遵守しつつ、車いす使

用者等の円滑な利用を確保する経路として「利用円滑化経路」を１経路以上設けることが義務づけら

れました。
それに伴い施行規則にも、「利用円滑化経路」の考え方を取り入れ、その整合性を図るとともに、

道路等から利用居室までの一連の経路を確保するよう、各整備基準を定めました。

(2) 対象施設の整理・整備項目の拡大（別表第１、別表第９）
ハートビル条例では、ハートビル法の規定に加えて、対象規模床面積を引き下げる等小さな建築物

から整備の義務づけをしています。施行規則でも、ハートビル条例に合わせて対象規模床面積の考え

方や対象施設を整理し、利用円滑化経路の整備に足りない整備項目を追加しました。



「利用円滑化経路」とは、車いす使用者が建物を利用する際、車いす使用者用駐車区画から

外部出入口、エレベーター、車いす使用者等対応の多目的便所、利用居室　(目的とする居室)

をスムーズに移動するための経路のこと。この経路を１以上確保することが必要になります。

利用円滑化経路

≪利用円滑化経路を構成する整備項目≫

｢1　敷地内通路｣、｢2　駐車場｣、｢3　外部出入口｣、｢4　廊下｣、｢5　居室の出入口｣、｢9　エ

レベーター」、｢10　便所（その１）｣

※他に視覚障害者に配慮して、「道等から案内設備までの経路」のうち１以上を視覚障害者

が円滑に利用できる経路として整備する必要がありますので「16　視覚障害者の安全かつ円滑

な利用に必要な設備」も整備することになります。(Ｐ102参照)

経路としては、「１  敷地内通路　指定施設整備基準(2)」(Ｐ44) と、「４  廊下  指定施

設整備基準(2)」(Ｐ56) について遵守するとともに、それに繋がる ｢２  駐車場｣、｢３  外部

出入口｣､｢５  居室の出入口｣､｢９  エレベーター｣､｢10  便所（その１）｣､「16 視覚障害者の

安全かつ円滑な利用に必要な設備」の整備項目について遵守することにより、利用円滑化経路

を整備することができます。（経路上に、傾斜路を設ける場合は「７　傾斜路」の整備項目も

対象となります。）

≪床面積の考え方≫
　①　「超える」→「以上」にしました。
　②　「以下」→「未満」にしました。
例　別表第９
「300平方メートルを超え1,000平方メートル以下のもの」→「300平方メートル以上1,000平方メートル未満のもの」
≪対象施設≫
①　「診療所」→「５　診療所（患者の収容施設があるものに限る）」と｢６　診療所（患者の収容

施設がないものに限る）｣に区分しました。
②　「その他の医療施設等」→｢７　助産所｣と「８　その他の医療施設」に区分しました。
≪整備項目≫
利用円滑化経路を整備するにあたり、ハートビル条例で定める特別特定建築物の対象規模床面積と
合わせて、建築物の区分ごとに以下のうち足りない整備項目を追加しました。
２　駐車場　　　　　　９　エレベーター
４　廊下　　　　　　　10　便所（その１）
５　居室の出入口　　　12　浴室、シャワー室及び更衣室
６　階段　　　　　　　16　視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備

（3）施設整備基準の一部強化（別表第５）
ハートビル条例では、ハートビル法のバリアフリー基準を強化しました。施行規則でも、指定施設

整備基準の一部をハートビル条例に合わせました。
①　敷地内通路の有効幅員：135センチメートル→140センチメートル以上
②　傾斜路の有効幅員：135センチメートル→140センチメートル以上（段に併設する場合を除く。）
③　階段の有効幅員：120センチメートル以上（手すりの幅は、10センチメートルを限度としてない

　ものとみなす。）  

④　階段の寸法：「けあげ」18センチメートル以下、「踏面」26センチメートル以上
⑤　エレベーターの内部構造：面積要件や奥行等の基準を詳細に規定しました。（ただし、適用を

　除外する施設あり<別表第９(備考) Ｐ236参照>)  

⑥　浴室、シャワー室及び更衣室：「車いす使用者が円滑に利用できる十分な空間を確保する」こ

　とを追加しました。
⑦　聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備：「オーバーヘッドプロジェクター（拡大映像

　投影機器)」→「スクリーン等を備え、スクリーン等に文字を映し出せる機器」を１台以上備える

　ことに変更し、オーバーヘッドプロジェクターの他、液晶プロジェクター等の機器も含めました。
(4) その他
規則改正に併せ、建築物のバリアフリー化を促進するために望ましい水準を一部強化しました。
　①　オストメイト等への配慮：便所（その１）に「オストメイト対応設備」と「大きめのシート」
　　の設置を規定しました。
　②　聴覚障害者への配慮：対象となる整備項目に文字表示等情報伝達のための設備の設置等を拡充

　　しました。

〔平成20年4月1日改正の概要〕

◎　主な改正点
(1) バリアフリー新法の基準より低いものを同水準に引き上げ

　①　建築物（一部）のエレベーター

奥行き135センチメートル以上、床面積1.83平方メートル以上

→奥行き135センチメートル以上、かご幅140センチメートル以上

　②　公園の出入口

有効幅員90センチメートル以上→有効幅員120センチメートル以上

(2) これまで「望ましい水準」としていたものをバリアフリー新法に合わせて義務化

　①　建築物（一部）、公園、公共交通機関の施設に設置する便所

⇒水洗器具（オストメイト対応トイレ）の設置の義務化

　②　公共交通機関の施設に設置する案内標示

⇒運行情報提供設備、案内図等の設置の義務化

(3) 市民の皆さんからいただいた御意見等

●　視覚障害者誘導用ブロックの敷設について

　　施行規則では、建築物（一部）の出入口を案内するため、歩道上から視覚障害者誘導用ブロックの敷設を規定しています。旧基準では、敷設を求められる建築物が多いため、車いす使用者、ベビーカーを利用される方、携帯用酸素ボンベを利用される方などから通行に支障をきたすとの御意見があり、また、視覚障害者の方からも、建物の区別がつきにくいとの御意見がありました。そこで、これらの御意見を反映し、必要な建築物のみに敷設するよう整理しました。

【新たに敷設が義務化される施設】床面積300平方メートル未満の金融機関等の施設

【敷設の必要がなくなる主な施設】理容所、美容所、飲食店、サービス店舗等

※　改正後の施行規則（新基準）の詳細な資料については、本市ホームページにてご覧いただけます。

ホームページアドレス

http://www.city.yokohama.jp/me/kenkou/chifuku/fukumachi/jorei/kaisei/kisoku4.html
４　条例のあらまし
(1) 構成
この条例は、次のとおり全５章、34条及び附則により構成されています。
第１章　総則（第１条－第６条）
目的、定義、市の責務、事業者の責務、市民の責務、市、事業者及び市民の協力及び連携を　

規定

第２章　横浜市福祉のまちづくり推進会議（第７条－第11条）
設置、組織、委員の任期、会長及び副会長、委任を規定
第３章　基本的施策（第12条－第17条）
指針の策定、情報の提供、教育の充実等、調査研究、財政上の措置、表彰、福祉のまちづく

り重点推進地区を規定

第４章　施設の整備
第1節 整備基準（第18条－第21条）；整備基準、整備基準の遵守、既存施設の整備、適合

証の交付を規定
第2節 指定施設の整備（第21条－第31条）；事前協議、工事完了の届出、完了検査、維持

保全、表示板の掲示、既存指定施設に関する調査及び報告、指導及び助言、勧告、公

表、立入調査を規定
第３節　車両等及び住宅の整備（第32条・第33条）；車両等の整備、住宅の整備を規定

第５章　雑則（第34条）
委任を規定
（2）各章の概要
第１章　総則
　●　目的
　　　 「人間性豊かな福祉都市の実現に資すること」としています。
　 ●
定義
福祉のまちづくりとは、「すべての人が社会連帯の理念に基づき相互に交流し、支え合うとと

もに、障害者、高齢者等が安全かつ円滑に施設を利用することができる環境を整備することをい

う。」としています。
　・　一般都市施設 ; 病院、診療所、学校、飲食店、ホテル、劇場、店舗、鉄道駅、道路、公園その
　　　　　　　　　　他不特定かつ多数の者の利用に供する部分を有する施設で規則で定めるもの
　・　指定施設 ; 一般都市施設のうち、規則で定める種類及び規模のもの
　 ●  市、事業者及び市民の協力及び連携
「市、事業者及び市民は、相互に協力し、及び連携し、一体となって福祉のまちづくりを推進
しなければならない」と推進手法を規定しています。

第２章　横浜市福祉のまちづくり推進会議
福祉のまちづくりの推進に関する基本的事項を調査審議するため、学識経験者、事業者、関係団体を

代表する者、関係行政機関の職員等30人以内で構成する推進会議の設置を規定しています。
推進会議は、「福祉のまちづくりの推進に関する基本的な事項について、市長に意見を述べることが

できる。」としています。
第３章　基本的施策
●　  福祉のまちづくり推進指針の策定
福祉のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本となる施策として指
  針の策定を規定しています。
　  指針は次の４項目を柱に策定するよう規定しています。
  ・　福祉のまちづくりに関する目標
  ・　福祉のまちづくりに関する施策の方向
  ・　市、事業者及び市民が一体となって福祉のまちづくりを推進するための具体的方針
・　その他の重要事項
●
 情報の提供、教育の充実、調査研究等
 福祉のまちづくりに関する情報の収集及び提供、教育の充実、学習の支援、調査研究、必要な
財政措置、また、福祉のまちづくりの推進に著しい功績のあった者に対する表彰を規定していま

す。
●
福祉のまちづくり重点推進地区
市長は、福祉のまちづくりの推進が特に必要と認められる地区について、推進会議の審議の上、

指定できることを規定しています。
第４章　 施設の整備
   ●
 整備基準
        一般都市施設の新設又は改修の際に遵守すべき整備基準を規定しています。また、既存施設に
   　 ついても整備基準に適合させるための措置を講ずるよう努める規定を設けています。   

   ●
 指定施設の整備
        指定施設については、その新設又は改修の際、事前協議義務を規定しています。また、その他

　　  の手続き義務や施設の維持保全義務を規定しています。
        事前協議を行わずに指定施設の新設又は改修に着手した者や、その措置が整備基準に照らして
      著しく不十分と認められる整備者に対しては「勧告」、｢公表｣ をすることができることを規定し

      ています。
   ●
 車両等及び住宅の整備
公共交通機関の車両等の整備について管理者の努力義務を、また、住宅を供給する事業者には、

障害者、高齢者等が安全に利用できるよう配慮された住宅の供給の努力義務を規定しています。
第５章　雑則
本条例の施行に必要な事項の規則委任を規定しています。
５　条例の対象となる施設
一般都市施設・指定施設については次表のとおりです。


条例の対象となる施設
(1)建築物
	区　　分
	一　般　都　市　施　設
	指　定　施　設

	１　官公庁施設
	多数の市民を対象とした行政サービスを行う窓口を有する施設、市
役所、区役所、行政サービスコーナー、保健所、県庁舎、警察署、

税務署、地方法務局、裁判所、公共職業安定所、日本年金機構年金事務所等
	すべての施設

	２　福祉施設（その１）
	1 障害者支援施設

2 福祉ホーム

3 身体障害者社会参加支援施設

4 老人福祉施設

5 介護老人支援施設

6 地域ケアプラザ、デイサービス施設、有料老人ホーム
	すべての施設

	３　福祉施設（その２）
	1 児童福祉施設

2 保護施設

3 授産施設
	すべての施設

	４　病院
	病院（ベッド20床以上の収容施設を有するもの）
	すべての施設

	５　診療所（患者の収容施設があるものに限る。） 
	診療所（患者の収容施設があるものに限る。） 
	すべての施設

	６　診療所（患者の収容施設がないものに限る。） 
	診療所（患者の収容施設がないものに限る。） 
	すべての施設

	７　助産所
	助産所
	すべての施設

	８　その他の医療施設
	1 鍼灸院、指圧マッサージ所、接骨院等

2 薬局（調剤を行わない医薬品店舗は「17 物販店舗」とする）
	すべての施設

	９　教育施設
	1 小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、大学、特別支援学校、幼稚園、専門学校、予備校、専修学校、各種学校

2 自動車教習所
	すべての施設

	10 文化施設
	1 図書館

2 博物館、美術館、水族館、動物園等

3 郷土資料館等（登録博物館以外の博物館類似施設）
	すべての施設

	11 集会施設
	不特定かつ多数の者が集会等のために利用する施設

1 斎場、結婚式場、火葬場、（式場がない場合を除く） 、霊堂（式場がない場合を除く）

2 地区センター、コミュニティハウス

3 公会堂、区民文化センター、貸ホール
	すべての施設

	12 休憩所
	1 公園の休憩所

2 高速自動車国道及び自動車専用道路のサービスエリア等
	すべての施設

	13 金融機関等の施設
	金融機関の営業の用に供する施設

1 銀行営業所、農協事務所、証券会社営業所、信用金庫事務所、

労働金庫事務所

2 郵便貯金の窓口業務を行う施設
	すべての施設

	14 公益事業施設
	公益性の高い事業の営業の用に供する施設（専ら保守、管理等の用

に供する施設は除く）

1 ガス事業の営業所及び事務所

2 電力事業の営業所及び事務所

3 電気通信事業の営業所及び事務所

4 水道事業の営業所及び事務所
	すべての施設

	15 理容所・美容所
	1 理容院

2 美容院
	すべての施設

	16 地下街
	地下街
	すべての施設

	17 物品販売業を営む店舗
	物品販売を主用途とする店舗、百貨店、スーパーマーケット、ガソ

リンスタンド、ディーラーのショールーム・自動車整備工場（別棟

は「26 工場」区分とする）、コンビニ等
	300㎡以上の施設

	18 飲食店
	飲食を主用途とする店舗（ 遊興を主とするバー、キャバレー等は除く） 喫茶店、食堂、レストラン等
	300㎡以上の施設



	19 
	サービス店舗
	公衆に直接サービスを提供するサービス業を営む店舗

1  クリーニング取次店（クリーニング工場と一体となった商品の受け取り窓口がある施設を含む）

2  旅行代理店の営業所

3  質屋の営業所

4  ビデオレンタル店、CDレンタル店、貸衣装屋

5  宅地建物取引業者の事務所、消費者金融営業所、エステティックサロン、動物病院、無人ＡＴＭ・ＣＤコーナー等
	300㎡以上の施設

	20 
	興行施設
	主として演劇、音楽、映画、演芸、スポーツ等を鑑賞・観覧する目的で不特定かつ多数の人が集合する施設

1  劇場、映画館、演芸場、観覧場

2  客席を有する運動施設の客席部分
	300㎡以上の施設

	21 
	遊興施設
	マージャン、パチンコ、ゲームその他これらに類する遊技又は遊興を行わせる施設

1  パチンコ屋、マージャン屋、ゲームセンター、勝馬投票券発売所、カラオケボックス、キャバレー、ナイトクラブ・バー

2  遊園地、アミューズメント施設
	300㎡以上の施設

	22 
	公衆浴場
	温湯、温泉等を使用して公衆を入浴させる施設

銭湯、サウナ風呂、クアハウス、健康ランド等
	1,000㎡以上の施設

	23 
	運動施設
	体育館、ボーリング場、スケート場、水泳場、テニス場、ゴルフ練習場、フィットネスクラブ
	1,000㎡以上の施設

	24 
	宿泊施設
	1  ホテル、旅館、簡易宿所

2  宿泊施設をもつ研修所、保養所等
	1,000㎡以上の施設

	25 
	展示場
	目的をもって資料や商品を展示陳列する施設、多目的展示場等
	1,000㎡以上の施設

	26 
	事務所・工場
	1  事務所（土木事務所、公園緑地事務所、開発事務所等を含む）、学習塾

2  工場

3  清掃工場、発電所、研究所、検査所、下水処理場、火葬場（式場がある場合を除く）
	1,000㎡以上の施設

	27 
	複合施設
	雑居ビル
	1,000㎡以上の施設

	28 
	路外駐車場
	道路の路面外に設置される駐車場のうち建築物となるもの（月極駐車場は除く、時間貸し駐車場は含む）
	1,000㎡以上の施設

	29 
	共同住宅
	共同住宅、寄宿舎、母子生活支援施設、グループホーム
	1,000㎡以上の施設

	30 
	公衆便所
	公衆便所（公園内の便所は除く）
	すべての施設


注）指定施設の面積は、用途に供する部分の床面積の合計を現します。

(2)道路

	区　　分
	一　般　都　市　施　設
	指　定　施　設

	道路
	道路法による道路、港湾法による臨港交通施設である

道路
	横断歩道橋、地下横断歩道、ベデストリア

ンデッキ


(3)公園
	区　　分
	一　般　都　市　施　設
	指　定　施　設

	公園
	都市公園法による公園及び緑地

港湾法による港湾環境整備施設である緑地
	(1)基幹公園のうち地区公園、総合公園、運

動公園及び大規模公園

(2)特殊公園のうち４ha以上のもの

(3)港湾環境施設で１箇所あたり面積４ha

以上のもの


(4)公共交通機関の施設
	区　　分
	一　般　都　市　施　設
	指　定　施　設

	1 鉄道の駅
	鉄道の駅
	すべての施設

	2 軌道の停留所
	軌道の停留所
	すべての施設

	3 港湾旅客施設
	旅客船ターミナル
	すべての施設

	4 バスターミナル等
	バスターミナルなど
	すべての施設



６　整備基準の考え方
(1) 一般都市施設整備基準
障害者、高齢者等の日常生活における利用促進を図るため、施設を利用する際に必要な要件と
して「施設に入ることができること」を必須とし、その行為を可能とするための具体的整備項目
を次のとおり規定し、指定施設を除くすべての一般都市施設が遵守する基準をそれぞれに規定し
ました。
○　建築物
　　敷地内道路、外部出入口、傾斜路の３項目
○　道路
　　歩道、案内標示、視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備、ベンチ等の４項目
○　公園
　　出入口、園路、附帯設備の３項目
(2) 指定施設整備基準
一般都市施設のうち福祉の観点から公共性の高い施設を指定したことから、整備基準について

は、施設利用に際して基本となる「施設の目的＝用途を享受できること」を必須とし、そのため

の具体的要件を次の５項目に整理しました。
・　施設に入れること
・　施設内の水平・垂直移動ができること
・　施設に一定時間滞在できるための便所の整備が図られていること
・　施設内が分かりやすく計画され、そのための案内・サインが備わっていること
・　非常時の警報設備に留意すること
これらを踏まえ、その行為を円滑に行えるよう具体的整備項目を次のとおり規定し、指定施設
が遵守する基準をそれぞれに規定しました。
〇　建築物
敷地内通路、駐車場、外部出入口、廊下、居室の出入口、階段、傾斜路、手すり、エレベータ

ー、便所（その１・その２）、浴室・シャワー室及び更衣室、客室、客席及び舞台、案内標示、

視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備、聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備、

警報設備及び避難口誘導灯、附帯設備の19項目
注)「便所その１」は車いす使用者等対応の多目的便所、「その２」は高齢者対応の便所
〇　道路
通路、階段、傾斜路、手すり、エレベーター、案内標示、視覚障害者の安全かつ円滑な利用に

必要な設備の７項目
〇　公園
出入口、駐車場、園路、手すり、便所、案内標示、附帯設備の７項目
〇　公共交通機関の施設
出入口、通路、改札口、階段、傾斜路、手すり、エレベーター、エスカレーター、鉄道の駅の

ホーム、バス停留所、タクシー乗り場、便所、案内標示、視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必

要な設備、聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備、警報設備及び避難口誘導灯、附帯設


備の17項目

(3) 整備基準の基本となる幅員・寸法の考え方
各整備基準の数値設定にあたり、通路、出入口、傾斜路等の基本となる施設部位の幅員寸法に

ついては、人の移動動作に対して一番多くの幅とスペースを必要とする車いす使用者を基本とし

ました。このことにより、杖使用者や高齢者、妊産婦などにも利用しやすい幅とスペースが確保

されることになります。


　①　車いすの幅　⇒　70cm　
　　　ＪＩＳ規格の手動車いす（最大幅を70㎝）を基本としました。
　②　車いす使用者が出入口等を通過することができる最小幅　⇒　80㎝
　　　車いすの車輪の外側に取り付けられているハンドリムを手で回転させる動作に必要な幅（＝ 
　　両肘幅10㎝）を①に加えたものです。
　③　車いす使用者が出入口等を通過しやすい幅　⇒　90㎝
　　　②に移動の際の余裕幅(10㎝)を加えたものです。
  ④　車いす使用者が傾斜路を通行することができる幅　⇒ 100㎝
　　  傾斜路では、スピードを調節するため余裕幅が大きくなり、そのための余裕幅を③に加えた

　　ものです。
  ⑤　車いす使用者が通路等を通行しやすい幅　⇒ 120㎝
　　  ④に余裕幅(30㎝)を加えたものです。
  ⑥　松葉杖使用者が通路を通行することができる幅　⇒ 120㎝
  ⑦　車いす使用者が歩行者と対面ですれ違うことができる幅　⇒ 135㎝
　　  ③に人の歩行に要する幅（45㎝）を加えたものです。
  ⑧　手動車いすが180度方向転換（転回）することができる最小幅　⇒　140㎝
　　  車いす使用者が転回動作に要する最小のスペースです。
  ⑨　手動車いすが360度方向転換（回転）することができる最小幅　⇒　150㎝
　　  車いす使用者が回転動作に要する最小のスペースです。
  ⑩　車いす使用者同士が相対ですれ違うことができる幅　⇒ 180㎝
③の２倍としました。




７　整備基準の適用について
(1) 一般都市施設整備基準の適用
条例第18条第２項に規定する一般都市施設整備基準は、指定施設以外のすべての一般都市施設
に適用されます。 
(2) 指定施設整備基準の適用
条例第18条第３項に規定する指定施設整備基準は、当該指定施設の種類及び規模に応じて次の
とおりとしました。また、施設への整備基準適用の範囲は、不特定かつ多数の者の利用に供する
部分としました。（具体的には、施設の職員専用の通路や階段、便所等一般の利用に供される見
込みのない部位やスペースに対しては、適用しないこととしました。)
〇　建築物
施設の区分に応じて、その用途に供する部分の床面積の合計により適用面積を次の３段階に分
類し、19整備項目（＝整備基準）に対してそれぞれにその適用の仕分けを行いました。〔表－１
建築物整備基準適用一覧参照〕
・　300㎡未満のもの
・　300㎡以上、1,000㎡未満のもの
・　1,000㎡以上のもの
〇　道路（立体横断施設）
歩道のうち垂直動線を伴う立体横断施設を指定施設とし、７整備項目（＝整備基準）に対して
適用することとしました。
〇　公園
公園のうち地区公園以上を指定施設とし、障害者・高齢者等が、公園のもつ潤いや憩いを含め
たさまざまな公園施設の利用ができるよう、７整備項目（＝整備基準）に対して適用することと
しました。
〇　公共交通機関の施設
　　移動のための重要な手段である公共交通機関の施設のうち、その拠点となる鉄道駅舎、バス
タ－ミナル等を指定施設とし、移動の連続性（出入口～ホ－ム等まで）を重視し、一般都市施
設＝指定施設として施設区分ごとに、17整備項目（＝整備基準）に対して適用することとしまし

た。〔表－２　公共交通機関の施設整備基準適用一覧参照〕



表－１　建築物整備基準適用一覧
	区　分
	用途に供する部分の

床面積の合計
	整　備　項　目

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19

	
	
	敷地内通路
	駐車場
	外部出入口
	廊下
	居室の出入口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター　※1
	便所（その１）
	便所（その２）
	浴室、シャワー室及び更衣室
	客室
	客席及び舞台
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に

必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に

　必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	1　官公庁施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	
	○

	2 福祉施設

（その1）
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	3　福祉施設

（その2）
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	4　病院
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	5　診療所（患者の収容施設があるものに限る。）
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	6　診療所（患者の収容施設がないものに限る。）
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	
	
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	7　助産所
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	
	○

	8　その他の医療施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	
	
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	
	○

	9　教育施設


	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	
	○
	○





	区　分
	用途に供する部分の

床面積の合計
	整　備　項　目

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19

	
	
	敷地内通路
	駐車場
	外部出入口
	廊下
	居室の出入口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター　※1
	便所（その１）
	便所（その２）
	浴室、シャワー室及び更衣室
	客室
	客席及び舞台
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備


	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	10　文化施設


	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	※２

○
	
	○

	11  集会施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	12　休憩所
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	※２

○
	
	○

	13　金融機関等の

　　施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	※２

○
	
	○

	14 公益事業施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	○
	※２

○
	
	○

	15 理容所・

美容所
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	

	16　地下街
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	○
	○

	17　物品販売業を営む店舗
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	○
	○

	18　飲食店
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	19　サービス店舗
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○


　

	
区　分
	用途に供する部分の

床面積の合計
	整　備　項　目

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19

	
	
	敷地内通路
	駐車場
	外部出入口
	廊下
	居室の出入口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター　※1
	便所（その１）
	便所（その２）
	浴室、シャワー室及び更衣室
	客室
	客席及び舞台
	案内標示
	　視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	20　興行施設
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	※２

○
	○
	○

	21　遊興施設
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	22　公衆浴場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	23　運動施設
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	24　宿泊施設
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	
	
	○
	○

	25　展示場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	26　事務所・工場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	※3

○
	○
	※3

○
	○
	○
	※4・5

○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	27　複合施設
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	※3

○
	
	※3

○
	○
	○
	※4・5

○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	○
	○

	28　路外駐車場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	29　共同住宅
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	
	○
	※3

○
	○
	※3

○
	○
	○
	※4・5

○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	30　公衆便所
	すべての施設
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	


（備考）

○印は、整備項目の欄に掲げるものが、当該各項に掲げる区分の建築物にそれぞれ適用されるものであることを示す。

※１　別表第5の9の項(4)に規定する整備基準は、用途に供する部分の床面積(別表第1　1建築物の部27の項に掲げる施設にあっては、別表第1　1建築物の部26の項及び29の項に掲げる施設の用途に供する部分の床面積を除いた床面積)の合計が2,000平方メートル未満の施設については、適用しない。

※２　別表第5の17の項(3)に規定する整備基準は、用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上の施設に適用する。

※３　別表第1　1建築物の部26の項、27の項及び29の項に掲げる施設については、別表第5の4の項(2)ア及び6の項(5)に定める構造に係る整備基準は、適用しない。

※４　別表第1　1建築物の部26の項、27の項及び29の項に掲げる施設に係る別表第5の9の項に規定する整備基準は、階数が4以上(専ら倉庫、機械室その他これらに類するものの用に供する階を除く。)の施設について適用する。

※５　別表第1　1建築物の部26の項、27の項(26の項及び29の項に掲げる施設のみで構成される施設に限る。)及び29の項に掲げる施設については、別表第5の9の項(3)及び(4)に定める構造に係る整備基準は、車いす利用が可能なエレベーターを設置する場合に限り、適用しない。

※６　　別表第1　1建築物の部12の項、14の項、16の項、26の項及び27の項に掲げる施設に係る別表第5の2の項に規定する整備基準は、機械式駐車場のみを設置する場合に限り、適用しない。

※７　別表第1　1建築物の部12の項、14の項、16の項、26の項及び27の項に掲げる施設ついては、別表第5の10の項(10)に定める構造に係る整備基準は、適用しない。

※８　別表第5の15の項に規定する整備基準は、別表第1　1建築物の部6の項（用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満の施設に限る。）、8の項（用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満の施設に限る。）、9の項（用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル未満の施設に限る。）、12の項、14の項、16の項、26の項及び27の項に掲げる施設については、適用しない。ただし、これらの施設に案内標示を設置する場合にあっては、別表第5の15の項に規定する整備基準を遵守しなければならない。


	区　分
	整　備　項　目

	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17

	
	出入口
	通路
	改札口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター
	エスカレーター
	鉄道の駅のホーム
	バス停留所
	タクシー乗り場
	便所
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に

必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に

必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	１鉄道の駅
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２軌道の停留所
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３港湾旅客施設
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４バスターミナル等
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○


　　　
表－２　公共交通機関の施設整備基準適用一覧

（備考）

　　○印は、整備項目の欄に掲げるものが、当該各項に掲げる区分の公共交通機関の

　施設にそれぞれ適用されるものであることを示す。


８　事務手続きの流れ
（1）手続きフロー
建築物の手続きフローについては、次のとおりです。

表－３ 協議手続きの流れ

	＜指定施設整備者＞
	＜建築・宅地指導センター建築審査課＞

＜指定確認検査機関＞
建築確認事務
	＜建築・宅地指導センター建築環境課＞

福祉のまちづくり条例事務

	
	
	


　※適合証交付請求は任意

 　
(2)   事前協議書等について
ア　指定施設新設等（変更）事前協議書＜第４号様式＞
　　条例第22条第１項の規定に基づき、指定施設の新設又は改修を行おうとする指定施設整備者
　は、次の期限までに第4号様式により、市長と協議するよう規定しています。
	①　建築基準法の規定に基づく確認申請をしようとする日の40日前
	建築基準法の規定に基づく確認申請を要する指定施設のうち、用途に供する部分の床面積の合計が1,000㎡

以上のもの

	②　建築基準法の規定に基づく確認申請をしようとする日の30日前
	建築基準法の規定に基づく確認申請を要する指定施設のうち、用途に供する部分の床面積の合計が1,000㎡

未満のもの

	③　工事に着手しようとする日の３０日前
	①②以外の指定施設


※　　事前協議書の提出前に「事前相談」を手続きフローで予定していますので、窓口へ問い合わせ等を行ってください。

特に、大規模施設（建設の構想から確認申請に至るまでの間が複数年を要するもの）にあっては、数回の事前相談を

予定しています。
※　　条例第26条に規定する「表示板」の交付を受けようと施設整備を計画する指定施設整備者は、施設整備基準に加え、
　　施行規則別表第11に定める「表示板交付基準」を遵守し、事前協議書の提出時に申し出てください。(表示板交付施設
　　については横浜市関係の広報・ＰＲ紙に掲載し、障害者・高齢者等の利用をより一層促進していきますので、ご協力
    を願います。） 
イ　指導・助言、協議終了通知書の交付
指定施設新設等（変更）事前協議書を受理して以降、整備基準に照らし内容の審査を行いま

す。その過程で指導・助言を含め指定施設整備者と協議を行います。届出書ではなく協議書と

したことは、条例第４条各項に規定した事業者の責務にあるとおり、横浜市と指定施設整備者

との合意に基づき施設整備をすすめることによります。

（なお、内容審査から協議終了通知書の交付まで通常14日程度を要します。） 

ウ　工事完了の届出＜第６号様式＞
条例第23条の規定に基づき、指定施設整備者は、当該協議に係る工事を完了したときは、速
やかに第６号様式により工事完了届出書を提出してください。
エ　完了検査等
現地で完了検査を行う指定施設は、表示板交付予定施設と次の施設です。
工事完了届出書の提出前に、建築物は、建築局建築・宅地指導センター建築環境課、

道路、公園、公共交通機関の施設は健康福祉局福祉保健課へ連絡を願います。
○　建築物
新築又は改築を行った次の建築物のうち、用途に供する部分の床面積の合計が1,000㎡以上

の施設
官公庁施設、福祉施設（その１）、福祉施設（その２）、病院、診療所(患者の収容施設が

あるもの）、診療所（患者の収容施設がないもの）、助産所、その他の医療施設、教育施設、

文化施設、集会施設、休憩所、金融機関等の施設、公益事業施設、理容所・美容所、地下街、

物品販売業を営む店舗、飲食店、サービス店舗、興行施設、遊興施設、公衆浴場、運動施設、
宿泊施設、展示場
○　公共交通機関の施設
・　鉄道の駅（すべての施設）      ・　港湾旅客施設（すべての施設）



※　建築物の事前相談、事前協議書、工事完了届出書、適合証交付請求の受付は、建築局
建築・宅地指導センター建築環境課で、その他の施設の受付は、健康福祉局福祉保健課で行います。

� EMBED PBrush  ���








表示板受理・掲示








有効幅員とは、実際に歩行者が通行することができる寸法です。福祉のまちづくり条例では、


有効幅員という考え方を取り入れています。


(例) 廊下の有効幅員が140cmで両側に手すりが


　　 設置されていた場合


　　 →廊下の幅員から手すりの幅を除いた幅員のことをいう。


　　　 ただし、階段の有効幅員については、手すりの幅10cm


　　　 を限度としてないものとみなして、算定できる規定が


　　　 あります。
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検査





完了検査申請書受理





完了検査申請書及び


工事完了届出書作成


（適合証交付請求書作成）





工事着工・施工





確認済証交付





内容審査





確認申請書受理





確認申請書作成
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事前協議書作成





設計図作成





計　画　立　案





工事完了届出書


受理


（適合証交付請求書受理）





検査済証受領





協議終了通知書交付





建築相談に伴う


条例の周知





適合





不適合





表示板交付





(整備基準適合証受領)





(整備基準適合証交付)





検査





検査済証交付





設計変更





指導・助言
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